
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 4,513,411 固定負債 763,981

有形固定資産 3,314,891 地方債 303,460
事業用資産 2,153,526 長期未払金 -

土地 283,813 退職手当引当金 460,521
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 3,982,907 その他 -
建物減価償却累計額 △ 2,160,865 流動負債 263,200
工作物 63,652 1年内償還予定地方債 55,380
工作物減価償却累計額 △ 15,981 未払金 0
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 193,601
航空機 - 預り金 14,219
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 1,027,181
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 - 固定資産等形成分 4,513,411

インフラ資産 - 余剰分（不足分） △ 857,467
土地 -
建物 -
建物減価償却累計額 -
工作物 -
工作物減価償却累計額 -
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 -

物品 3,333,874
物品減価償却累計額 △ 2,172,509

無形固定資産 2,395
ソフトウェア 2,395
その他 -

投資その他の資産 1,196,125
投資及び出資金 -

有価証券 -
出資金 -
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 -
長期貸付金 -
基金 1,196,125

減債基金 -
その他 1,196,125

その他 -
徴収不能引当金 -

流動資産 169,714
現金預金 169,714
未収金 -
短期貸付金 -
基金 -

財政調整基金 -
減債基金 -

棚卸資産 -
その他 0
徴収不能引当金 - 3,655,945 ※

4,683,126 ※ 4,683,126

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

一般会計等貸借対照表
（平成３０年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計



（単位：千円）

経常費用 4,382,568
業務費用 4,079,688

人件費 3,296,473 ※

職員給与費 2,955,124
賞与等引当金繰入額 193,601
退職手当引当金繰入額 92,747
その他 55,000

物件費等 778,306
物件費 460,536
維持補修費 2,295
減価償却費 313,893
その他 1,582

その他の業務費用 4,909 ※

支払利息 4,702
徴収不能引当金繰入額 -
その他 208

移転費用 302,880
補助金等 300,683
社会保障給付 -
他会計への繰出金 -
その他 2,197

経常収益 62,381
使用料及び手数料 5,127
その他 57,254

純経常行政コスト △ 4,320,187
臨時損失 0

災害復旧事業費 -
資産除売却損 0
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 0

臨時利益 5,960
資産売却益 1,335
その他 4,625

純行政コスト △ 4,314,226 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

一般会計等行政コスト計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 金額



（単位：千円）

前年度末純資産残高 3,821,278 4,699,931 △ 878,653

純行政コスト（△） △ 4,314,226 △ 4,314,226

財源 4,138,445 4,138,445

税収等 4,133,445 4,133,445

国県等補助金 5,000 5,000

本年度差額 △ 175,781 △ 175,781

固定資産等の変動（内部変動） △ 198,577 198,577

有形固定資産等の増加 154,106 △ 154,106

有形固定資産等の減少 △ 313,893 313,893

貸付金・基金等の増加 11,210 △ 11,210

貸付金・基金等の減少 △ 50,000 50,000

資産評価差額 - -

無償所管換等 10,448 10,448

その他 0 1,609 △ 1,609

本年度純資産変動額 △ 165,333 △ 186,520 21,186 ※

本年度末純資産残高 3,655,945 ※ 4,513,411 △ 857,467

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

一般会計等純資産変動計算書
自　平成２９年４月１日　

至　平成３０年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）



（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出 3,973,544 ※

業務費用支出 3,670,664 ※

人件費支出 3,199,075
物件費等支出 466,888
支払利息支出 4,702
その他の支出 -

移転費用支出 302,880
補助金等支出 300,683
社会保障給付支出 -
他会計への繰出支出 -
その他の支出 2,197

業務収入 4,200,826
税収等収入 4,133,445
国県等補助金収入 5,000
使用料及び手数料収入 5,127
その他の収入 57,254

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 227,282
【投資活動収支】

投資活動支出 165,316
公共施設等整備費支出 154,106
基金積立金支出 11,210
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 51,335
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 50,000
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 1,335
その他の収入 -

投資活動収支 △ 113,981
【財務活動収支】

財務活動支出 195,261
地方債償還支出 195,261
その他の支出 -

財務活動収入 62,600
地方債発行収入 62,600
その他の収入 -

財務活動収支 △ 132,661
△ 19,360

174,855
155,495

前年度末歳計外現金残高 -
本年度歳計外現金増減額 14,219
本年度末歳計外現金残高 14,219
本年度末現金預金残高 169,714

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

前年度末資金残高
本年度末資金残高

一般会計等資金収支計算書
自　平成２９年４月１日　
至　平成３０年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額



 ①有形固定資産の明細 （

附属明細書

１．連結貸借対照表の内容に関する明細

（１）資産項目の明細

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
 事業用資産 4,244,064 86,307 0 4,330,372 2,176,846 83,038 2,153,526

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)

0 283,813

　　立木竹 - - - - - - -

　  土地 283,813 0 0 283,813 0

79,462 1,822,042

　　工作物 0 63,652 0 63,652 15,981 3,576 47,671

　　建物 3,960,251 22,655 0 3,982,907 2,160,865

- -

　　浮標等 - - - - - - -

　　船舶 - - - - -

- -

　　その他 - - - - - - -

　　航空機 - - - - -

- -

 インフラ資産 - - - - - - -

　　建設仮勘定 - - - - -

- -

　　建物 - - - - - - -

　　土地 - - - - -

- -

　　その他 - - - - - - -

　　工作物 - - - - -

310,857 3,314,891合計 7,600,922 270,972 207,647 7,664,246 4,349,355

- -

 物品 3,356,858 184,664 207,647 3,333,874 2,172,509 227,819 1,161,365

　　建設仮勘定 - - - - -



 ②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：千円）

消防 総務 未設定 合計

 事業用資産 - - - - -

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興

1,940,564 161,309 51,653 2,153,526

　　土地 - - - - - 122,504 161,309 - 283,813

　　立木竹 - - - - - - - - -

　　建物 - - - - - 1,799,387 - 22,655 1,822,042

　　工作物 - - - - - 18,674 - 28,997 47,671

　　船舶 - - - - - - - - -

　　浮標等 - - - - - - - - -

　　航空機 - - - - - - - - -

　　その他 - - - - - - - - -

　　建設仮勘定 - - - - - - - - -

 インフラ資産 - - - - - - - - -

　　土地 - - - - - - - - -

　　建物 - - - - - - - - -

　　工作物 - - - - - - - - -

　　その他 - - - - - - - - -

　　建設仮勘定 - - - - - - - - -

 物品 - - - - -
1,948,431 161,309 1,205,151 3,314,891

7,867 - 1,153,499 1,161,365
合計 - - - - -



③投資及び出資金の明細

市場価格のあるもの （単位：千円）

銘柄名 株数・口数など
（A）

時価単価
（B）

貸借対照表計上額
（A）×（B)

（C)
取得単価

（D)

取得原価
（A）×（D)

（E)

評価差額
（C）－（E)

（F)

（参考）財産に関する
調書記載額

0 0 0

0 0 0

0 0 0

合計 0 0 0 0 0 0 0

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの （単位：千円）

相手先名
出資金額

（貸借対照表計上額）
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金
（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)

投資損失引当金
計上額
（H)

（参考）財産に関する
調書記載額

0

0

0

合計 0 0 0 0 0 - 0 0 0

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの （単位：円）

相手先名 出資金額
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金
（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)
強制評価減

（H)

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）財産に関する
調書記載額

0 0

0 0

0 0

合計 0 0 0 0 0 - 0 0 0 0



④基金の明細 （単位：千円）

消防施設等整備基金 187,570 187,570

松本地域ふるさと基金 8,782 999,773 1,008,555

0

合計 196,352 999,773 0 0 1,196,125 0

(参考)　財産に関す
る調書記載額

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上額)





⑤貸付金の明細 （単位：千円）

貸借対照表計上
額

徴収不能引当金
計上額

貸借対照表計上
額

徴収不能引当金
計上額

合計 0 0 0 0 0

地方独立行政法人

地方三公社

第三セクター等

その他の貸付金

相手先名または種別
長期貸付金 短期貸付金 （参考）

貸付金計

地方公営事業

一部事務組合・広域連合



⑥長期延滞債権の明細 （単位：千円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額
徴収不能引当金計上

額

小計 0 0

小計 0 0

合計 0 0

第三セクター等

【貸付金】

【未収金】

税等未収金

その他の未収金

その他の貸付金



⑦未収金の明細 （単位：千円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額
徴収不能引当金計上

額

小計 0 0

小計 0 0

合計 0 0

その他の未収金

【貸付金】

第三セクター等

その他の貸付金

【未収金】

税等未収金



（２）負債項目の明細

①地方債（借入先別）の明細 （単位：千円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

　　一般公共事業

　　公営住宅建設

　　災害復旧

　　教育・福祉施設

　　一般単独事業 358,840 55,380 127,590 231,250

　　その他

　　臨時財政対策債

　　減税補てん債

　　退職手当債

　　その他

合計 358,840 55,380 0 0 127,590 0 0 0 0 231,250

【特別分】

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体

金融機構
市中銀行

その他の
金融機関

【通常分】



②地方債（利率別）の明細 （単位：千円）

358,840 261,250 97,590

③地方債（返済期間別）の明細 （単位：千円）

358,840 55,380 70,159 67,154 60,376 51,499 40,640 13,632

④特定の契約条項が付された地方債の概要 （単位：千円）

地方債残高 1.5％以下
1.5％超

2.0％以下
2.0％超

2.5％以下
2.5％超

3.0％以下
3.0％超

3.5％以下
3.5％超

4.0％以下
4.0％超

（参考）
加重平均
利率

20年超

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

４年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

地方債残高 １年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内



⑤引当金の明細 （単位：千円）

目的使用 その他

投資損失引当金 0

徴収不能引当金 0

徴収不能引当金 0

退職手当引当金 367,773 92,748 460,521

損失補償等引当金 0

賞与等引当金 188,950 193,601 188,950 193,601

合計 556,723 286,349 188,950 0 654,122

固定資産

流動資産

固定負債

流動負債

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高



２．行政コスト計算書の内容に関する明細

（１）補助金等の明細

名称

計

退職手当支給事務負
担金

アルプスの風観光推
進協議会負担金

信州夢街道フェスタ
負担金

信濃の国楽市楽座負
担金

その他

計

300 観光振興等

その他の補助金等
信濃の国楽市楽座実
行委員会

300 観光振興等

合計 300,683

長野県市町村総合事
務組合

279,770
地方自治法に基づく事
務委託

300,683

アルプスの風観光推
進協議会

2,490 観光振興等

17,823

信州夢街道フェスタ実
行委員会

（単位：千円）

区分 相手先 金額 支出目的

他団体への公共施設等整備補助金
等
(所有外資産分）

0



（１）財源の明細 （単位：千円）

会計 区分 財源の内容 金額
4,133,331

114

4,133,445

計 0

計 0
0

4,133,445

0

計 0
地域発元気づくり支援 5,000

計 5,000
5,000
5,000

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

分担金及び負担金
寄附金

小計

資本的
補助金

国県等補助金

経常的
補助金

小計
合計

松本地域ふるさ
と基金事業特別
会計

税収等

小計

資本的
補助金

国県等補助金

経常的
補助金

小計
合計



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 4,314,226 4,167 4,084,093 225,966

有形固定資産等の増加 154,106 62,600 43,215 48,291

貸付金・基金等の増加 11,210 10,240 970

その他 0

合計 4,479,542 4,167 62,600 4,137,548 275,227

（２）財源情報の明細 （単位：千円）

区分 金額

内訳



４．資金収支計算書の内容に関する明細

（１）資金の明細 （単位：千円）

種類 本年度末残高

現金 155,495

要求払預金

短期投資

合計 155,495



注記
１．重要な会計方針

　⑴　有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　　　　原則として取得原価により計上しています。
　　　　ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価により計上しています。

　⑵　有形固定資産等の減価償却の方法

「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」の規定に基づき、定額法により算定してい

　　　ます。

　⑶　引当金の計上基準及び算定方法

　　ア　退職手当引当金
　　　　　退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当
　　　　として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち松本
　　　　広域連合へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。
　　イ　賞与等引当金
　　　　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費度相当額
　　　　の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

　⑷　資金収支計算書における資金の範囲

　　　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物をいいます。
　　　　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払
　　　いを含んでいます。

　⑸　その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　　　　物品については、取得価額又は見積価額が１００万円以上の場合に資産として計上してい

　　　ます。

２．重要な会計方針の変更等

　　該当ありません。

３．重要な後発事象

　　該当ありません。

４．偶発債務

　　該当ありません。

５．追加情報

　⑴　対象範囲（対象とする会計名）

一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
　・ 一般会計
　・ 松本地域ふるさと基金事業特別会計

　⑵　出納整理期間について、出納整理期間が設けられている旨（根拠条文を含みます。）及び

　　出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としてい

　　る旨

　　　　地方自治法第２３５条の５の規定に基づき出納整理期間が設けられていることから、出
　　　納整理期間における現金の受払等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としてい
　　　ます。

　⑶　表示単位未満の金額は四捨五入することとしているが、四捨五入により合計金額
　　に齟齬が生じる場合は、その旨

　　　　千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

　⑷　その他財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

　　　　純資産変動計算書に係る事項
　　　　「その他」には平成２８年度に未計上であった有形固定資産の増加額１，６０９千円
　　　を計上しています。

　⑸　減価償却について直接法を採用した場合、当該各有形固定資産の科目別または一括による減

　　価償却累計額

事業用資産／建物 ： 2,160,864,683円

事業用資産／工作物 ： 15,981,098円



事業用資産／船舶 ： 0円

事業用資産／浮標等 ： 0円

事業用資産／航空機 ： 0円

事業用資産／その他 ： 0円

インフラ資産／建物 ： 0円

インフラ資産／工作物 ： 0円

インフラ資産／その他 ： 0円

物品 ： 2,172,508,998円
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